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　平成23年９月定例会が９月２日に招集され、15日までの
14日間の会期で開かれました。
　一般質問には８人の議員が登壇し、市政を問いました。
　今定例会では、提案された平成22年度決算関係９件、平
成23年度補正予算関係６件、条例の制定４件、その他７件
26議案の全議案を原案のとおり可決したほか、最終日には
請願４件を採択し、議員発議による意見書４件を可決しました。
　また、議員発議による議会改革特別委員会が設置されました。

　昨年10月の遠野市議会議員改選後、新田勝見新議長の議会改革要望を受
けて、２度の議員全員協議会を経る中、議会改革を進めていくことで合
意、議会改革検討委員会作業部会（議会運営委員会）が組織されました。
　その後、作業部会及び議員全員協議会を通して協議の結果、議会改革を
更に推進していくため、今９月定例会において、議長を除く議員全員を構
成員とする議会改革特別委員会が設置されました。
　当委員会では、議会改革について調査・研究を進め、議会基本条例の制
定を含めた検討を行い、市民に開かれた議会運営をめざして参ります。

　日本の地方議会は、首長（市長）と議員それぞれが住民の直接選挙で選ばれる二元代表制を
採用しています。つまり市長と議会は、それぞれが住民の代表であり対等な立場です。市長と
議会は、ある種の緊張関係を維持しながら、「住民福祉の向上」という共通の目的達成のため
に、市政をより良い方向に導いていくことが求められています。このことからも分かるとお
り、主役はあくまで「住民」であり、私たち議会も住民の声を市政に反映させるために努力し
なければなりません。加えて平成12年４月１日、国と地方の対等原則を盛り込んだ「地方分権
一括法」が施行され、地方議会の果たす役割は大きく広がり、その責任はさらに増すこととな
りました。
　このようなことから、今こそ遠野市議会議員として自らの立場を再検証し、一層住民の負託
に応えるための議会体制づくりを進めていかなくてはならないと考えます。
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福島第一原発事故に係る農林畜産物の安
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議会改革特別委員会の設置について

　今定例会では、５件の議員発議案（意見書４件、
特別委員会の設置１件）が提出され、原案のとおり
可決しました。意見書は、平成23年９月15日付けで
衆参両議長、内閣総理大臣ほか関係大臣、岩手県知
事あてに送付しました。可決した発議案は次のとお
りです。 福島第１原発事故に係る農林畜産物の安

全・安心に関する請願

　今定例会には４件の請願が提出されました。各委
員会における審査及び本会議における議決結果は以
下のとおりです。

高橋専太郎花巻農業協同組合　代表理事組合長 請願者　

30人以下学級実現、義務教育費国庫負担
制度拡充、教育予算拡充を求める請願

佐々木信也ほか１名岩手県教職員組合花巻遠野支部　支部長 請願者　

「灯油高騰への特別対応」を求める請願

加藤善正ほか３名岩手県生活協同組合連合会　会長理事 請願者　

原子力発電からの脱却と自然エネルギー
の推進を求める請願

佐々木信也平和環境遠野地区労センター　議長 請願者　

行政機関に対し、
監視機能は果た
されているか？

「地方分権」「地域主権」
「住民自治」は
確立できているか？

日常的な議員活動が
住民に周知
されているか？

行政に対する住民
の要望等を十分
把握できているか？

議員定数、
報酬は適正か？

二元代表制の
機能は十分発揮
されているか？
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議会改革が始まります
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　平成23年７月臨時会が７月22
日に開かれました。可決した議
案は次のとおりです。

遠野市消防本部通信指令システム工事の
請負契約の締結について（全員賛成）

◆議案第49号7月
臨時会

とおの議会だより 3




